
市
産
振
セ
ン
タ
ー

ひ
ろ
し
ま
グ
ッ
ド
デ
ザ
イ
ン
賞
決
定

　
広
島
市
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー
は
、
地
元

発
の
優
れ
た
デ
ザ
イ
ン
の
商
品
選
定
を
通

じ
て
産
業
の
振
興
な
ど
を
図
る
「
ひ
ろ
し

ま
グ
ッ
ド
デ
ザ
イ
ン
賞
」
の
第
１５
回
受
賞

商
品
を
決
め
た
。
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点
の
中
か
ら
選
定
。

▽
プ
ロ
ダ
ク
ト
部
門
グ
ラ
ン
プ
リ
＝
香
筆

削
り
セ
ッ
ト
の
木
聞
器

Ｋ
ｉ
Ｋ
ｉ
Ｋ
ｉ

（
写
真
上
、
Ｈエ

レ

デ

ィ

ア

Ｅ
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ａ　
Ｋ
Ｏ
Ｍ

Ｉ
Ｙ
Ａ
Ｍ
Ａ　
ｄ

ｅ
ｓ
ｉｇ
ｎ
）。同

準
グ
ラ
ン
プ
リ
＝

ヘ
ッ
ド
ラ
イ
ト
テ

ス
タ
ー
Ｈ
Ｌ
Ｔ


１
８
５
（
大
塚
メ

カ
ト
ロ
ニ
ク
ス
）。

▽
パ
ッ
ケ
ー
ジ
部

門
グ
ラ
ン
プ
リ
＝

ス
パ
ー
ク
リ
ン
グ

レ
モ
ン
酒
の
Ｍ
Ｉ
Ｋ
Ａ
Ｄ
Ｏ　
Ｌ
Ｅ
Ｍ
Ｏ

Ｎ　

Ｓ
ｐ
ａ
ｒ
ｋ
ｌ
ｉ
ｎ
ｇ 

ｌ
ｅ
ｍ
ｏ

ｎ 

ｓ
ａ
ｋ
ｅ（
写
真
下
、ナ
オ
ラ
イ
）。
同

準
グ
ラ
ン
プ
リ
＝
ギ
フ
ト
セ
ッ
ト
の
瀬
戸

内
之
景（
川
中
醤
油
）。
▽
特
別
賞
＝
ド
ロ

ー
ン
の
Ｓ
Ｐ
Ｉ
Ｄ
Ｅ
Ｒ

Ｌ
Ｘ
８
（
ル
ー

チ
ェ
サ
ー
チ
）。
ほ
か
、奨
励
賞
４１
点
。
１１

月
９
、
１０
日
に
地
下
街
紙
屋
町
シ
ャ
レ
オ

中
央
広
場
で
表
彰
式
（
９
日
午
後
０
時
４５

分
〜
）

と
展
示

会
・
販

売
会
を

開
く
。

パ
ー
ト
ナ
ー
エ
ー
ジ
ェ
ン
ト
（
東
京
）   

中
町
に
婚
活
支
援
の
広
島
店

　
東
証
マ
ザ
ー
ズ
上
場
で
婚
活
支
援
サ
ー

ビ
ス
の
パ
ー
ト
ナ
ー
エ
ー
ジ
ェ
ン
ト
（
東

京
）
は
１０
月
６
日
、
広
島
店
を
中
区
中
町

８

１８
の
広
島
ク
リ
ス
タ
ル
プ
ラ
ザ
１０
階

に
開
い
た
。
中
四
国
地
区
に
初
進
出
で
、

全
国
３０
店
目
。

　
店
舗
は
約
１
８
５

㍍
に
２２
席
。
野
田

麻
紀
ブ
ロ
ッ
ク
長
ほ
か
、
ス
タ
ッ
フ
５
人

体
制
。
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
が
入
会
者
と
面

談
し
、
潜
在
的
な
結
婚
条
件
な
ど
を
把
握

し
た
上
で
、成
婚
ま
で
の
計
画
を
作
成
し
、

候
補
者
の
選
定
や
面
会
を
仲
介
す
る
。
交

際
、
結
婚
に
至
ら
な
か
っ
た
場
合
は
、
そ

の
要
因
や
課
題
を
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
し
、

次
回
に
つ
な
げ
て
も
ら
う
。

　
入
会
者
に
は
生
年
月
日
、
居
住
区
、
学

歴
、顔
写
真
な
ど
の
基
本
情
報
、コ
ン
シ
ェ

ル
ジ
ュ
が
ま
と
め
た
特
徴
、
共
働
き
を
認

め
る
か
な
ど
、
結
婚
生
活
で
の
考
え
方
を

登
録
し
て
も
ら
う
。
入
会
料
３
万
円
（
税

別
）、初
期
費
用
９
万
５
０
０
０
円
（
同
）。

月
額
利
用
料
１
万
６
０
０
０
円（
同
）。
入

会
後
３
ヵ
月
間
、
候
補
者
が
見
つ
か
ら
な

い
場
合
、
入
会
料
を
全
額
返
金
す
る
。
年

内
に
入
会
者
１
０
０
人
を
目
指
す
。
交
流

ス
ペ
ー
ス
を
併
設
し
、
会
員
以
外
も
参
加

で
き
る
婚
活
イ
ベ
ン
ト
を
適
宜
開
く
。
電

０
８
２

５
４
５

７
９
４
０
。

「企業」と「人材」の成長を支援：専門家派遣事業
（独）中小企業基盤整備機構中国本部　経営支援課課長代理　林　隆樹
　（独）中小企業基盤整備機構（中小機構）は経済産業省の所管する支援機関であり、
中小・小規模事業者の成長過程で発生する経営課題に対して中小機構が有する約３０００
人の経営・技術・財務・法律等の専門家から適切な者を継続的・集中的に派遣してサ
ポートする専門家派遣事業を実施している。なお、中国本部では中国 ５ 県を対象とし
て本事業を行っている。
　本事業は新事業展開や経営基盤強化に取り組む事業者を半年〜 １ 年（もしくは ２ 年）
にわたって支援する「専門家継続派遣事業」、生産現場の改善・営業体制の構築など、
特定の課題解決のための支援を集中して行う「経営実務支援事業」、経営戦略に基づ
くＩＴ化計画の策定・実施をサポートする「戦略的ＣＩＯ育成支援事業」の ３ 種類に
分類され、広島県内だけでもこれまで約１２０社の事業者を支援してきている（例　ナガ
ト：新工場建設支援。ベンダ工業：生産性向上、自主保全活動等の支援。松田鉄工：
生産体制の確立、管理会計の仕組み構築等の支援）。

事業者が自立・持続して成長していけるための仕組みづくり
　本事業の特徴は、中小機構の専門家・職員の総力を結集して、チームで事業者への
直接支援を長期で行う点と、支援を受ける事業者が本事業のためのプロジェクトチー
ムを結成して活動を行う点にある。また、活動に当たっては事業者自ら課題解決がで
きるよう専門家がさまざまな角度から指導を行い、支援終了後に事業者が自立・持続
して成長していけるための仕組みづくりを行うことに主眼を置いている。こうした専
門家の指導により、活動の成果が「定量・定性」の両面で挙げられること、および活
動を通しての人材育成＝「人の成長」につながっていくことも、本事業の狙いとする
ところである。
　活動当初は「これから何が始まるのだろう」と半信半疑で構えていたプロジェクト
チームのメンバーの方々が、活動が進むにつれて積極的に自らの意見提案・創意工夫
を行うようになり、活動の最終回となる「成果報告会」では活動当初と表情が変わり、
自ら行ってきた活動と成果を、誇りを持って、堂々と、自社の経営幹部の方に対して
発表ができるようになるまで成長された姿をこれまで幾度となく見てきた。社員の変
わった姿に、経営幹部の方からは喜びの声や支援継続のご要望を頂くことが多い。専
門家派遣を実施した側としても感動する瞬間である。
　中小機構の専門家派遣事業では、「企業」と「人材」の成長支援を行うべく、そのた
めの体制を整えている。経営課題の解決、人材育成に取り組みたい事業者の皆さまに
ぜひ活用していただきたい。
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